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　1992 年、ブラジルのリオデジャネイロで開催された最初の「地球サミット」で、12 歳の少女
が行った「伝説のスピーチ」は今でも語り継がれています。6 分あまりのこの演説を行った少女
の名はセヴァン・スズキ。自然豊かなカナダですごす彼女は、日々進行する環境破壊に自らの未
来が不安になり、カナダの子どもたちの集まりを代表して、仲間たちで集めたお小遣いを使って
会議に出席したのです。そして、会議の参加者に対し、「あなたがた大人たちに、どうか生き方
を変えていただきたい（to tell you adults you must change your ways）」と訴えました。
　それから四半世紀が過ぎた現在、さらに深刻さを増す地球環境問題と国際社会の状況を見ると、
大人になったこの少女の願いを満足させるほどには世界は変わっていないようにも思われます。
しかし、少しずつですが、世界は変わりはじめています。その背景に、さまざまな国際研究ネッ
トワークが、地球環境問題に対する科学的な根拠を提示し続けてきたことがあります。IPCC １は、
気候変動の原因が人間活動であることを実証し、それを根拠に 2016 年に「パリ協定」の発効が
実現しました。生物多様性に関しては、IPBES ２が次々に科学的評価報告書を公表し、国際的な
取り組みの基礎を構築しています。また、2015 年の「国際土壌年」を契機に FAO３においても土
壌保全の取り組みが強化されています。
　農業環境変動研究センターが進める国際連携では、このような地球規模での環境問題に対する
国際研究ネットワークへの貢献を目指しています。とりわけ、「地球サミット」を契機に国際条
約が締結された、気候変動、生物多様性、および土地劣化の問題は、センターの担当する研究課
題と一致するため、特にその取り組みを強化しています。その際、農業環境の類似したアジア地

域での活動や、多くの研究蓄積がある水田稲作の研
究課題については、リーダーシップを発揮すべく、
研究グループの運営や国際シンポジウムの継続的な
開催を進めています。本号では、最新の気候変動と
土壌保全に関する国際ネットワークへの取り組みを
紹介します。
　科学を基盤とした国際研究ネットワークの果たす
役割は、今日の国際社会でますます重要性を増して
います。社会がそのあり方、生き方を変えるために、
国際条約として締結された約束に対し、その実行の
ための科学的基盤を提供することは、研究機関の重
要な責務です。

“You must change your ways.”

  １IPCC   ：気候変動に関する政府間パネル
  ２IPBES ：生物多様性及び生態系サービスに関する政府間科学政策プラットフォーム
  ３FAO　：国連食糧農業機関

農研機構 農業環境変動研究センター
温暖化研究統括監 八木 一行

農研機構 (NARO) と国際農林水産業研究センター (JIRCAS)
は、2017 年 8 月 31 日、茨城県つくば市において、国際シ
ンポジウム「農業分野における温室効果ガス排出削減」を
開催しました。このシンポジウムは、日本が議長国（議長：

岩永 JIRCAS 理事長）として開催した第
7回 GRA 理事会（8月 29 ～ 30 日）に合
わせて開催し、各国からの理事会出席者
と研究者や行政担当者など、35 カ国か
ら 218 名（日本人 131 名を含む）が集まりました。フランス国立農学研究所（INRA）の副理事長・
スサーナ氏の基調講演に引き続き、畜産、水田、農地・統合研究の 3 セッション 11 題（農研
機構からは 3 題）の講演により、我が国とアジアにおける研究成果を中心に GRA の研究活動
について成果の発信が行われました。

INRA 副理事長
スサーナ氏

【開催報告のWeb ページ　https://www.naro.affrc.go.jp/org/niaes/event/sympo201708】

JIRCAS-NARO国際シンポジウム
「農業分野における温室効果ガス排出削減」の開催

特集『気候変動と土壌保全に関する国際ネットワークへの取り組み』

　GRA は、農業分野における温室効果ガス排出削

減を目指した国際研究ネットワークで、2011 年に

設立され、現在、49 か国が加盟して活動を行って

います。その組織は、理事会、事務局、4 つの研究

グループにより構成され、各研究グループでは、

それぞれに議長国が指定され、グループ内での活

動をリードしています（図 1）。

　日本はウルグアイとともに水田研究グループの

共同議長として、農業環境変動研究センターを中

心として、グループ会合を主催するほか、国際シ

ンポジウムの開催、各国の研究と情報の発信を進

めています。これまで、東南アジアにおいて国際
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を約 3 割削減

できることを実証したほか、温室効果ガスの排出

削減計画で必須とされる「計測法ガイドライン」

や「MRV（算定・報告・検証）実施ハンドブック」

を作成し、農研機構 web サイトより公表していま

す（図 2）。農地などを対象とした農地研究グルー

プでは、GRA 農地温室効果ガスネットワーク

（MAGGnet）が組織され、農地からの温室効果ガス

排出や農地への炭素貯留に関する国際的なデータ

ベースの構築を進めています。このデータベース

には、日本からも、農研機構を中心に、現在 19 サ

イトが登録され、温室効果ガス排出削減のための基

礎データとして活用されています。

農業分野における温室効果ガス削減に向けた国際活動

八木 一行
温暖化研究統括監

GRA（グローバル・リサーチ・アライアンス）の取り組み

図１　GRAの組織

「MRV（算定・報告・検証）実施
ハンドブック」
            （2018 年 2 月公表）
https://www.naro.affrc.go.jp/publicity
_report/pub2016_or_later/laboratory
/niaes/manual/079208.html

「計測法ガイドライン」
（2015 年 8月公表）

http://www.naro.affrc.go.jp/archiv
e/niaes/techdoc/mirsa_guidelines.
pdf

図２　温室効果ガスの評価手法をまとめた関連資料


